
別紙２

計算書類に対する注記

１．重要な会計方針
(1) たな卸資産の評価基準及び評価方法
　①製品
　　　最終仕入原価法による原価法によっている
　②原材料
　　　最終仕入原価法による原価法によっている
(2) 固定資産の減価償却の方法
　①有形固定採算
　　　定額法によっている
　②無形固定資産
　　　定額法によっている
(3) 引当金の計上基準
　①退職給付引当金
　　　職員の退職給付に備えるため、期末退職金要支給額を計上している。
　②賞与引当金
　　　職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当年度に帰属する額を計上している。

２．重要な会計方針の変更
該当なし

３．採用する退職給付制度
退職給付制度は、静岡県社会福祉事業共済会の退職共済制度によっている。

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
(1) なごみかぜ工房拠点計算書類(会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式)
(2) 拠点区分事業活動明細書(別紙３(⑪))
　ア「法人本部」
　イ「なごみかぜ工房(就労継続Ｂ）」
　ウ「日中一時支援事業」
　エ「移動支援(外出)事業」
　オ「一般相談支援事業所　風の窓」
　カ「特定相談支援事業所　風の窓」
　キ「障害児相談支援事業　風の窓」
　ク「NAGOMIカフェ（就労継続Ｂ）」
(3) 拠点区分資金収支明細書(別紙３(⑩))
　障害福祉サービス事業所により省略している。

５．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
土地 29,966,594 0 0 29,966,594
建物 54,214,930 0 3,195,686 51,019,244

合            計 84,181,524 0 3,195,686 80,985,838

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

７．担保に供している資産
担保に供されている資産は以下のとおりである。
　建物(基本財産)　　　　　　　51,019,244円
　　　　計　　　　　　　　　　51,019,244円　

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
　設備資金借入金(1年以内返済予定額を含む）　　9,676,000円
　設備資金借入金（1年以内返済予定額を含む）　15,600,000円
　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　25,276,000円



８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

取得価額 減価償却 当期末残高
累計額

建物(基本財産) 99,832,602 48,813,358 51,019,244
建物(その他の固定資産）) 21,690,800 1,234,241 20,456,559
構築物 13,608,200 8,237,964 5,370,236
機械及び装置 15,745,374 8,376,433 7,368,941
車両運搬具 11,087,037 8,476,469 2,610,568
器具及び備品 4,654,498 3,361,346 1,293,152

合            計 166,618,511 78,499,811 88,118,700

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
（単位：円）

債権額 徴収不能引当金 債権の
の当期末残高 当期末残高

該当なし
合            計

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、以下のとおりである。
（単位：円）

種類及び銘柄 帳簿価額 時　　価 評価損益
該当なし

合            計

１１．重要な後発事象
該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
該当なし


